
2008/8/29 「県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標」算定資料 資料５

平成４年 平成１７年 実績 推計 最終目標 留意事項

推計値 山梨総合研究所推計方法 目標値 各部設定方法 最終目標値 (H4～H17) (H17～H29)(H17～H29)

31,363 25,911 24,728 24,800 24,800 △ 5,452 △ 1,183 △ 1,111

農地 31,052 25,900 24,717
「山梨県農業の展望と目標」
(H22:25,400ha)に向けての減分を
年で按分して推計

24,789

H12年からH16年までの減少率（農
林水産統計年報の耕地面積）と、
各種施策による増加見込みから推
計

24,790 △ 5,152 △ 1,183 △ 1,110

採草放牧地 311 11 11
直近の現況面積(H17:11ha)のまま
維持すると推計

11 推計と同じ面積に設定 10 △ 300 0 △ 1

346,858 345,881 345,196 H12年からH17年の減少率から推計 345,196 推計と同じ面積に設定 345,200 △ 977 △ 685 △ 681
森林の整備と保全を計画的に推進するとともに、活力ある森林
の維持・管理を行う。

2,616 1,971 1,971
直近の現況面積(H17:1,971ha)の
まま維持すると推計

1,971 推計と同じ面積に設定 1,970 △ 645 0 △ 1 保全及び適正な利用を図る。

9,151 9,256 9,256
直近の現況面積(H17:9,256ha)の
まま維持すると推計

9,202 9,200 105 0 △ 56
施設の適切な維持管理・更新等を通じて既存用地の持続的な利
用を図る。

水面 2,523 2,553

天然湖沼 1,987 1,987
直近の現況面積(H17:1,987ha)の
まま維持すると設定

人造湖 450 480
直近の現況面積(H17:450ha)にH20
年に完成した琴川ダムの面積を加
えて設定

ため池 86 86
直近の現況面積(H17:86ha)のまま
維持すると設定

河川 6,096 6,096
直近の現況面積(H17:6,096ha)の
まま維持すると設定

水路 637 553
整備済み水田面積及び未整備水田
面積にそれぞれの水路率を乗じて
設定

9,799 10,889 11,976 11,719 11,720 1,090 1,087 831 計画的な道路整備を推進する。

一般道路 7,464 8,243
S60年からH17年のトレンドによる
推計

8,048
面積伸び率と予算の低減率から設
定

農道 1,790 1,936
S60年からH17年のトレンドによる
推計

1,873

農地面積に一定率を乗じたほ場内
農道及び「市町村農道台帳」の農
道延長に一定幅員を乗じたほ場外
農道の合計として設定

林道 1,635 1,798

「山梨県林道網整備計画値」(H16
～H25,H26～H35のそれぞれの目標
値に向けての増分を年で按分し推
計

1,798
「山梨県林道網整備計画」を基礎
とし、事業の進捗状況を考慮し設
定

15,617 17,605 18,720 18,489 18,490 1,988 1,115 885

住宅地 9,063 10,809 11,392
増加世帯数と１住宅あたり敷地面
積から推計

11,392 推計と同じ面積に設定 11,390 1,746 583 581
空き家等既存ストックの有効活用や中心市街地における街なか
居住等を促進する。

工業用地 1,307 1,177 1,163

工業用地面積あたりの第二次産業
総生産額が一定と想定し、将来の
第二次産業総生産額推計値から推
計

1,248
県内各市町村の企業立地促進区域
うち新たな工業用地候補面積から
設定

1,250 △ 130 △ 14 73 将来性のある優良企業の誘致を推進する。

その他の宅地 5,247 5,619 6,164
事務所・店舗等面積を第三次産業
総生産額の関係から推計

5,849
大型店用地の増加見込み等から設
定

5,850 372 545 231
既存市街地の土地利用の高度化を図るとともに、中心市街地活
性化の促進、大規模集客施設の立地適正化を推進する。

31,133 35,024 34,690
H12年からH17年のトレンドから推
計

35,160
県土面積から農用地、森林、原
野、水面・河川・水路、道路、宅
地を差し引いた面積を設定

35,160 3,891 △ 334 136

446,537 446,537 446,537 446,537 446,537 0 0 0

5,840 6,389 8,410
S35年からH17年のトレンドから推
計

6,300
国中については、市街地面積の伸
び率が鈍化、富士・東部について
は減少していることを踏まえ設定

6,300 549 2,021 △ 89

※端数処理のため計が一致しない場合がある
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認定農業者の育成、法人化の推進、集落営農組織の立ち上げ等
の担い手確保、農地の流動化を進めるとともに、遊休農地の解
消等の施策を講じる。

増減
平成２９年


